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第８節 被害者支援の推進

船舶による旅客の運送に伴い発生し得る損害賠償
に備えるため，事業許可を行う際に保険契約の締結
を条件とするとともに，旅客定員１２人以下の船舶に
よる届出事業についても運航を開始するまでに保険
を締結するよう指導することにより事業者の損害賠
償の能力を確保している。

また，国土交通省では，平成２１年度から，御遺族
代表，有識者等からなる「公共交通における事故に
よる被害者等への支援のあり方検討会」を開催し，
国土交通省の活動の在り方等について検討を行
い，２３年６月に取りまとめを行った。

第９節 船舶事故等の原因究明と再発防止

1事故等の原因究明と再発防止
船舶事故及び船舶事故の兆候（インシデント）に
関し，当該事故等が発生した原因や，事故による被
害の原因を究明するための調査を行い，調査で得ら
れた知見に基づき，国土交通大臣及び防衛大臣等の
関係行政機関の長に意見を述べ，また，原因関係者
に勧告等を実施するとともに，事故等調査の過程に
おいても，海上交通の安全に有益な情報について
は，タイムリーかつ積極的な情報発信を行い，船舶
事故等の防止や事故による被害の軽減に努めた。
また，事故等の調査を迅速かつ的確に行うため，
各種調査用機器の活用による分析能力の向上に努め
るとともに，過去に公表した事故等調査報告書の
データベース化や各種専門研修への参加等により，
調査・分析手法の蓄積・向上を図った。
さらに，公表した事故等調査報告書の概要や分析
結果の解説等を掲載した定期情報誌を発行し，海事
関係者等に広く提供した。

また，アジア船舶事故調査官会議（MAIFA），
国際船舶事故調査官会議（MAIIF）等への積極的
な参加を通じて，国際協力体制の構築を推進したほ
か，国際海事機関（IMO）における各国の船舶事
故調査報告書の分析に係る会合に参画し，事故の再
発防止に役立つ教訓を導き出す作業に貢献するとと
もに，設計設備小委員会に対し，船上揚荷装置に関
する安全基準策定の議論に資するため，事故調査報
告書の概要について情報提供を行った。

2海難事故の解析等の推進
独立行政法人海上技術安全研究所に設置されてい
る「海難事故解析センター」において，国土交通省
海事局，運輸安全委員会等における再発防止対策の
立案等への支援を行うため，事故解析に関して高度
な専門的分析を行うとともに，重大海難事故発生時
の迅速な情報分析・情報発信を行っている。

第１０節 海上交通の安全対策に係る調査研究等の充実

⑴総務省関係の研究
独立行政法人情報通信研究機構では，海上交通の
安全に寄与するため，天候や昼夜の別に関係なく海
流速度，波浪等を計測する短波海洋レーダの研究開
発を行い，応用技術やデータ利用の高度化を進め
た。また，地表面，海表面の高分解能観測が可能な
航空機搭載３次元マイクロ波映像レーダの研究開発
においては，移動体検出技術の研究開発等を開始し

た。
⑵水産庁関係の研究
独立行政法人水産総合研究センター水産工学研究
所では，転覆防止，耐航性能向上等により漁船の安
全操業及び航行安全の確立を図るため，漁船の安全
性を高める技術の開発等の研究を行った。


